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＜今週のトピックス＞ 

高齢者がターゲット 

  出生率の低下、高齢化という言葉は皆さんも周知のことと思います。2021 年の日本の出生

率は 1.30 人（女性 1 人が生涯に産む人数）、平均寿命は男性 81.47 歳、女性 87.57 歳と公表さ

れており、特に女性は世界 1 位となっています。一方米国の出生率は 1.66 人で、平均寿命が男

性 73.2 歳、女性 79.1 歳と日本との差はあるものの、2007 年の出生率 2.12 人を境に低下が進

んでおり、2050 年には一段と高齢化が進み、社会の成り立ちに大きな変化が訪れる可能性が高

いと言われています。米国も日本と同様に高齢化は深刻な問題になりつつあるのです。 

 

  そのような中、米国で注目されているのが、高齢消費者向けの製品やサービスを設計する企

業の増加と高齢者を労働力として定着させる考え方です。米国の出生率低下の影響で、2050 年

には 65 歳以上の人口が全体の 2 割を超えると予想されています。若い労働力が減少していく

中、高齢者の労働力を確保出来れば、その後も長く定着が見込めるといったものです。米国で

は日本のような定年といったものがないことも高齢者雇用が進んでいくと思われる理由の一つ

です。また、高齢化を背景に高齢者医療が米国最大のビジネス分野になるとも予想されていま

す。高齢者の募集というキーワードでインターネットを検索してみるとカスタマーサービスや

イベントスタッフ、スーパーマーケットの店員、不動産業、ドライバー、ツアーガイドなど

様々な職種が出てまいります。具体的な企業例としては、CVS（大手薬局）、AT＆T（携帯キ

ャリア）、Citizens Bank（銀行）などがありました。 

 

  このように米国でも高齢化が進むことから、高齢者は労働力として当然のターゲットとなり

ます。高齢者の消費力とともに労働力の両面を見据えたビジネスモデルを作ることが米国では

必要になってくると思います。 

 

（出所：Wall Street Journal、厚生労働省 HP） 
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